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1. 最近の災害の動向
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平成20年７月24日
岩手県沿岸北部を震源とする地震
最大震度６弱（岩手県野田村、青森
県八戸市、五戸町、階上町）

平成20年８月末豪雨
愛知県岡崎市など
死者２名、浸水被害約22,500棟

平成19年７月16日
新潟県中越沖地震
最大震度６強（新潟県柏崎市、長岡
市、刈羽村、長野県飯綱町）

平成19年３月25日
能登半島地震
最大震度６強（石川県七尾市、輪島
市、穴水町）

平成20年７月28日からの大雨
兵庫県神戸市、石川県金沢市など
死者６名、浸水被害約3,000棟

平成21年台風第９号
兵庫県佐用町など
死者・行方不明者27名、浸水被害約5,600棟

平成21年台風第18号
埼玉県さいたま市など
死者５名、浸水被害約3,600棟

平成22年２月28日
チリ中部沿岸を震源とする地震による津波
最大128cm（高知県須崎港）

平成21年７月中国・九州北部豪雨
山口県防府市、福岡県大野城市など
死者35名、浸水被害約11,900棟

平成21年８月11日
駿河湾を震源とする地震
最大震度６弱（静岡県伊豆市、焼津
市、牧之原市、御前崎市）

平成21年８月11日
駿河湾を震源とする地震
最大震度６弱（静岡県伊豆市、焼津
市、牧之原市、御前崎市）

平成20年６月14日
岩手・宮城内陸地震
最大震度６強（岩手県奥州市、宮城
県栗原市）

我が国で最近発生している主な災害
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近年の我が国の主な自然災害

近年（平成１３年以降）の主な自然災害において、死者・行方不明者数の多い３０災害の
うち、２７災害が台風や豪雨など、風水害によるものとなっている。

災害名 主な被災地
死者・行方
不明者数

1
H16.10.18 ～ 21 台風第23号 近畿，四国地方を中心とする全国 98 人

2
H16.10.23 平成16年(2004年)新潟県中越地震 新潟県 68 人

3
H16.9.4 ～ 8 台風第18号　　　　　　　　　　 中国地方を中心とする全国 45 人

4
H21.7.21 ～ 26 平成21年7月中国・九州北部豪雨 中国、九州地方（特に山口、福岡） 35 人

5
H18.6.10 ～ 7. 29 梅雨前線による豪雨 関東、中部、近畿、中国、九州地方 33 人

6
H17.9.4 ～ 8 台風第14号 中国，四国，九州地方を中心とする全国 29 人

7
H16.9.26 ～ 30 台風第21号 西日本を中心とする全国 27 人

7
H21.8.10 ～ 11 平成21年台風第9号 近畿、四国地方（特に兵庫） 27 人

9
H15.7.18 ～ 21 梅雨前線豪雨 九州地方 23 人

9
H20.6.14 平成20年(2008年)岩手・宮城内陸地震 東北地方（特に宮城，岩手） 23 人

11
H22.6.11 ～ 7. 19 梅雨前線による大雨 関東、中部、中国、九州地方 20 人

12
H15.8.7 ～ 10 台風第10号 北海道を中心とする全国 19 人

13
H16.8.27 ～ 31 台風第16号 西日本を中心とする全国 17 人

14
H16.7.12 ～ 13 平成16年７月新潟・福島豪雨 新潟県，福島県 16 人

15
H19.7.16 平成19年(2007年)新潟県中越沖地震 新潟県 15 人

16
H17.6.27 ～ 7. 25 梅雨前線による大雨 東北地方南部から九州地方 12 人

17
H16.8.17 ～ 20 台風第15号及び関連する大雨 東北，四国地方 10 人

17
H18.9.15 9. 20 台風第13号 中国、九州地方 10 人

19
H16.10.8 ～ 10 台風第22号 東日本太平洋側 9 人

19
H18.11.7 佐呂間町における竜巻 北海道（佐呂間町） 9 人

21
H13.9.8 ～ 12 台風第15号 東日本を中心とする全国 8 人

年  月  日 災害名 主な被災地
死者・行方
不明者数

22
H14.7.9 ～ 11 台風第６号 東北地方を中心とする全国 7 人

22
H19.7.5 ～ 17 台風第4号及び梅雨前線による大雨 中部、四国、九州地方 7 人

24
H13.8.20 ～ 23 台風第11号 西日本を中心とする全国 6 人

24
H20.7.28 ～ 29 大雨による被害 北陸、近畿地方（特に兵庫） 6 人

26
H16.7.17 ～ 18 平成16年７月福井豪雨 福井県 5 人

26
H21.10.7 ～ 8 平成21年台風第18号 東北、関東、中部、近畿地方 5 人

28
H14.10.1 ～ 2 台風第21号 北海道，東北・関東・中部地方 4 人

28
H19.9.13 ～ 18 台風第11号及び前線による大雨 東北地方 4 人

28
H20.2.23 ～ 24 低気圧による被害 北海道、東北、中部地方 4 人

31
H15.9.11 ～ 14 台風第14号 沖縄県を中心とする全国 3 人

31
H16.7.29 ～ 8. 6 台風第10号・第11号及び関連する大雨 中国，四国地方 3 人

31
H19.9.6 ～ 8 台風第9号 東北、関東、中部地方 3 人

34
H13.3.24 平成13年(2001年)芸予地震 広島県，愛媛県，山口県 2 人

34
H15.9.26 平成15年(2003年)十勝沖地震 北海道 2 人

34
H20.8.26 ～ 31 平成20年8月末豪雨 東北、関東、東海、中国地方（特に愛知） 2 人

37
H17.3.20 福岡県西方沖を震源とする地震 福岡県 1 人

37
H19.3.25 平成19年(2007年)能登半島地震 石川県 1 人

37
H20.7.24 岩手県沿岸北部を震源とする地震 北海道、東北地方 1 人

37
H21.8.11 駿河湾を震源とする地震 東海地方 1 人

注）

年  月  日

２．新潟県中越地震については，いわゆる関連死を含む。

３．平成21年以降の死者・行方不明者数は内閣府取りまとめによる速報値。

１．内閣府において情報対策室が設置されたもの，死者・行方不明者があったもの。

資料 平成22年版防災白書より内閣府作成
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資料：昭和20年は主な災害による死者・行方不明者（理科年表による）。昭和21～27年は日本気象災害年報、昭和28年～
37年は警察庁資料、昭和38年以降は消防庁資料による。
（注）平成7年の死者のうち、阪神・淡路大震災の死者については、いわゆる関連死919名を含む。（兵庫県資料）
　　　平成21年の死者・行方不明者は速報値。

三河地震（2,306人）,枕崎台風(3,756人）

福井地震（3,769人）

伊勢湾台風（5,098人）

南紀豪雨（1,124人）

洞爺丸台風（1,761人）

阪神・淡路大震災（6,437人）
カスリーン台風（1,930人）

南海地震（1,330人） S21　災害救助法

S24　水防法

S36　災害対策基本法

H10　被災者生活再建支援法

広島豪雨（39人）H12　土砂災害防止法

自然災害による死者・行方不明者数の推移

資料 防災白書より作成
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災害原因別死者･行方不明者の推移

資料 防災白書（図１‐２‐２ 災害原因別死者･行方不明者の推移）
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（注）消防庁資料をもとに内閣府において作成。地震には津波によるものも含む。
　　平成7年の死者のうち、阪神・淡路大震災の死者については、いわゆる関連死919名を含む。
　　平成21年の死者・行方不明者は速報値。
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近年の大雨による主な災害とその特徴

資料 大雨災害における市町村の主な取組事例集（内閣府 平成22年3月）

市全域への避難勧告が実施され
た事例

深夜発生した集中豪雨に伴う内
水はん濫による被害

平成20年8月末豪雨H20.8

急激な河川水位の上昇による水
難事故

局地的な大雨による河川水位の
上昇

局地的大雨H20.7

半地下や地下室を有する建物の
浸水に伴う被害

河川の溢水・内水はん濫による
浸水

台風第14号H17.9

被災した多くが高齢者で、在宅の
高齢者が被災

局所的な集中豪雨に伴う河川堤
防等の決壊

平成16年7月新潟･福島豪雨H16.7

町のほぼ全域にわたる浸水被害中小河川の堤防決壊・越流前線と台風による集中豪雨H12.9

新興住宅地における大規模な土
砂災害による被災

集中豪雨の影響による土石流災
害の多発

梅雨前線低気圧による大雨H11.6

主要ターミナル駅地下街の浸水
による被災

河川の溢水・内水はん濫による
被害

梅雨前線低気圧による大雨H11.6

福祉施設内への土砂流入による
被災

集中豪雨に伴う洪水・土砂災害
の発生

平成10年8月末豪雨H10.8

被害の特徴災害の概要事象名
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近年の災害による犠牲者の高齢者（６５歳以上）割合

６５．０％１３２０平成２２年梅雨前線

６０．2％１０３１７1計

２２．２％６２７平成２１年台風第９号

７４．３％２６３５平成２１年７月中国・九州北部豪雨

１００．０％２２平成２０年８月末豪雨

５７．１％４７
平成１９年

台風第４号及び梅雨前線

５０．０％１５３０平成１８年７月豪雨

６９．０％２０２９平成１７年台風第１４号

８０．０％４５平成１６年福井豪雨

８１．３％１３１６平成１６年新潟・福島豪雨

高齢者割合

（Ｂ／Ａ）

うち高齢者

（Ｂ）

死者・行方不明者

（Ａ）
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平成20年8月末豪雨
愛知県岡崎市など
死者2名、浸水被害約22,500棟

平成20年7月28日からの大雨
石川県金沢市、兵庫県神戸市など
死者6名、浸水被害約3,000棟

平成21年台風第18号
埼玉県さいたま市など
死者5名、浸水被害約3,600棟

事故型？

平成21年7月中国・九州北部豪雨
山口県防府市、福岡県大野城市など
死者35名、浸水被害約11,900棟

福祉施設における土砂災害、災害情報
伝達の課題

降水量時系図（アメダス：8月8日～11日）

気象庁ＨＰより

１時間雨量、１時間雨量、2424時間雨量時間雨量

が観測史上１位を記録が観測史上１位を記録

（気象庁ＨＰより）

１時間雨量、１時間雨量、2424時間雨量時間雨量

が観測史上１位を記録が観測史上１位を記録

平成20年度・平成21年度の大雨災害事例

平成21年台風第9号
兵庫県佐用町、岡山県美作市など
死者・行方不明者27名、浸水被害約5,600棟

避難中の被災事例、中小河川の氾濫

降水量時系図（アメダス：7月19日～26日）
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【鹿児島県】
死者２人
湧水町１（側溝転落）（７月３日）

霧島市１（土砂崩れ）（７月３日）

南大隅町で長期避難を要す
る大規模土砂災害

【福岡県】
北九州市の紫川、東谷川で溢水

【山口県】
下関市、宇部市で大規模な浸
水被害

【岐阜県】
死者４人
八百津町３（土砂崩れ） （７月１５日）

可児市１ （道路（車両）冠水） （７月１５日）

行方不明者２人
可児市２（道路（車両）冠水） （７月１５日）

局地的な豪雨による中小河川の溢水と車両被害

【宮崎県】
行方不明者１人
都城市１（土砂崩れ）（７月３日）

【長野県】
死者１人
佐久市1（用水路転落）（７月１日）

【島根県】
死者２人
松江市２（土砂崩れ）（７月１６日）

行方不明者１人
津和野町１（溺水） （７月１６日）

＜人的被害＞ ※８月25日現在

死者１５人、行方不明者５人
重傷４人、軽傷１６人

＜住家被害＞
全壊４２棟、半壊７０棟、一部破損２０３棟
床上浸水1,806棟、床下浸水5,813棟

【東京都】
行方不明者１人
昭島市１（溺水） （７月５日）

北区、板橋区、練馬区で多数の浸水被害

河川溢水、内水氾濫による都市型水害

【福島県】
死者１人
川俣町1
（ガスボンベによる火災）

平成22年梅雨前線による大雨の被害状況
【広島県】
死者５人
呉市１（土砂崩れ） （７月１４日）
三原市１（溺水） （７月１４日）
世羅町１（土砂崩れ）（７月１４日）

廿日市市１（溺水） （７月１４日）
庄原市１（土石流） （７月１６日）

広島市で内水氾濫、呉市で土砂崩落など

庄原市で局地的な短時間豪雨による土石流

１時間降水量観測史上１位
１９地点

（うち４地点で１時間１００ミリ超）

⇒事故型？

⇒事故型？
⇒事故型？

⇒事故型？
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庄原市における降雨の状況

資料 広島地方気象台ＨＰより（平成22 年7 月16 日の広島県庄原市の大雨について）

アメダス降水量時系列グラフ（7 月16 日15 時～7 月16 日19 時）

観測所名：庄原 （庄原市東本町）
観測要素：日最大1 時間降水量
観測値 ：平成22 年7 月16 日 17 時43 分までの1 時間に 64.0 ﾐﾘ
更新内容：昭和51（1976）年１月の観測開始以来、第1 位
※これまでの日最大1 時間降水量の極値 平成10（1998）年8 月22 日 64 ﾐﾘ
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我が国における降雨状況の変化

資料 気象庁資料（気象変動監視レポート）
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チリ中部沿岸を震源とする地震による津波

避難率は、37.5％であった。
（指定避難場所以外への避難を含む。）

 ■ 避難した
■ 避難しなかった
（必要性は感じていた）
■ 避難しなかった
■ 無回答

37.5％

26.3％

31.0％

5.1％

回答者全体
2007人

出典：チリ中部沿岸を震源とする地震による津波避難に
関する緊急住民アンケート調査結果（Ｈ２２内閣府、消防庁）

■発生日時 平成２２年２月２７日１５ 時３４分頃(日本時間)
■規模 マグニチュード８．８
■震源 南緯36 度02 分、西経72 度35 分、深さ約20ｋｍ

津波警報・注意報の発表状況(2 月28 日09 時33 分発表)
出典：2010 年2 月27 日15 時34 分頃にチリ中部沿岸で発生した地震について(第３報)(気象庁)

●住家被害は宮城県，静岡県で，
床上浸水６棟，床下浸水５１棟など。
● ６７３，７０８世帯に避難指示・勧告。

【状況】

●２月２８日の午後から３月１日午前までの
間に太平洋沿岸など各地に津波が到達。
＊推定津波高さは、津波の痕跡より陸前高田市で１．９ｍなど。

出典：平成22年版 防災白書、平成22年3月地震・火山月報（防災編）（気象庁）

調査対象：津波警報（大津波）が発表された青森・
岩手・宮城県の36 市町村の中で、
避難指示または避難勧告が発令された
地域
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2. 避難に関する諸制度の経緯と取組
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避難に関する諸制度の経緯①

伊勢湾台風
1959年

（昭和34年）

① 防災に関する責務の明確化

② 防災計画

③ 災害応急対策
＊ 市町村長による避難の指示等（第60条）

＊ 市町村長の警戒区域設定権等（第63条）など

1961年
（昭和36年）

資料 伊勢湾台風 ５０年 迫り来る巨大台風に備える（三重県）

写真提供：桑名市
写真提供：鈴鹿市

＊ 国の責務（第3条）、都道府県の責務（第4条）

＊ 市町村の責務（第5条）
住民の生命・身体・財産を災害から保護するため、防災計画を作成し、実施する。

＊ 住民の責務（第7条）
住民自ら災害に備えた手段を講ずるとともに、防災に寄与するよう努める。
（具体例）防災知識の習得、防災活動への自発的参加、避難についての協力など

＊ 市町村地域防災計画（第42条）
災害予防･応急･復旧に関する事項別計画を定め、「避難に関する事項」を規定

定める。
（具体例）避難勧告・指示の基準や伝達方法、避難方法、避難所の開設など

災害対策基本法の制定
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災害対策基本法第60条（市町村長の避難の指示等）
第１項
災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身
体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するため特に必要があると認
めるときは、市町村長は、必要と認める地域の居住者、滞在者その他の者に
対し、避難のための立退きを勧告し、及び急を要すると認めるときは、これらの
者に対し、避難のための立退きを指示することができる。

第２項
前項の規定により避難のための立退きを勧告し、又は指示する場合におい
て、必要があると認めるときは、市町村長は、その立退き先を指示することが
できる。

＜立法趣旨＞
○伊勢湾台風の反省
避難のための立退きの指示等については、水防法、地すべり等防止法、警察官職務執行法等の
規定がある。しかし、災害の態様や発令の要件、発令権者等がまちまちであり、伊勢湾台風にお
いて惨事を招くこととなった。そのため、住民に最も身近な市町村長に災害全般についての避難の
勧告又は指示の権限を与え、事前避難のための立退きの勧告についても規定することにより、住
民の生命・身体の保護に万全を期することとした。

避難に関する諸制度の経緯②

立退き避難

事前避難

避難所避難
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避難に関する諸制度の経緯③

災害対策基本法第60条（市町村長の避難の指示等）
第５項
都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、
当該災害の発生により市町村がその全部又は大部分の事務を行うことができ
なくなつたときは、当該市町村の市町村長が第一項、第二項及び前項前段の
規定により実施すべき措置の全部又は一部を当該市町村長に代わつて実施
しなければならない。

＜立法趣旨＞
○雲仙岳噴火、阪神・淡路大震災の反省
従来、都道府県知事が市町村長に代わってなし得る応急措置としては、警戒区域の設定、物的
応急公用負担、人的公用負担の３つがあった。しかし、火山噴火や地震災害に際しては、場所的
な危険の大きさの程度に応じて警戒区域の設定と避難の勧告等を使い分けたり、二次災害防止
のために避難勧告手法が多く用いられるなどの運用が見られたことから、平成７年の法改正により、
追加された。
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災害対策基本法第63条（市町村長の警戒区域設定権等）
第１項
災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、人の生命又は
身体に対する危険を防止するため特に必要があると認めるときは、市町村長
は、警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以外の者に対して当該区
域への立入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該区域からの退去を命ずるこ
とができる。

＜立法趣旨＞
人の生命又は身体に対する危険を防止すること、すなわち住民の保護を目的として、市町村の
区域の総合的な防災責任者である市町村長に、あらゆる災害についての警戒区域設定権を認め
たもの。

＜罰則規定＞
災害対策基本法第116条
次の各号のいずれかに該当する者は、十万円以下の罰金又は拘留に処する。
第２項 第６３条第１項の規定による市町村長（第７３条第１項の規定により市町村長の事務を代
行する都道府県知事を含む。）の、第６３条第２項の規定による警察官若しくは海上保安官の又は
同条第３項において準用する同条第１項の規定による災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官の
禁止若しくは制限又は退去命令に従わなかつた者

避難に関する諸制度の経緯④
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避難に関する諸制度の経緯⑤

1968年
（昭和43年）

1971年
（昭和46年）

1980年
（昭和55年）

• 洪水氾濫予想区域、土石流危険区域を設定

• 防災知識、災害種別ごとの避難方法等の周知徹底
• 災害時の適切な避難勧告・指示の実現

• 避難路及び避難場所等を具体的に定めた避難計画を作成
• 住民に対する早期避難の指示と指示伝達手段の方法への配慮
• 住民の防災思想の普及など

• 災害種別、立地条件等を考慮した避難所の指定など

• 住民への情報伝達体制の強化
• 警戒避難体制の整備など

＊ 総合治水対策とは、河川整備などの 「治水対策」と流域全体の雨水の流出を抑える「流域対策」や
情報伝達による避難体制を確立する「被害軽減対策」などとを組合せ、河川のはん濫や内水による
浸水の被害を軽減する考え方。

防災対策の整備について（昭和43年消防防第296号通知）

災害時における人命の安全確保について（昭和46年消防災第41号通知）

総合治水対策
＊
について（昭和55年河計発第43号・河都発第13号通知）



19

広島豪雨
1999年

（平成11年）

① 土砂災害のおそれのある区域について危険の周知

② 警戒避難態勢の整備など

2000年
（平成12年）

＊ 土砂災害警戒区域を指定

＊ 土砂災害特別警戒区域を指定

＊ 情報の収集・伝達等の警戒避難態勢を整備

資料 広島県HP（広島県の主な災害）

避難に関する諸制度の経緯⑥

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律の制定
（土砂災害防止法）

土砂災害により、多数の死者・行方
不明者が発生

・ 局地的な集中豪雨

・ 山裾までの宅地開発

・ 砂防指定地などの区域指定が
十分でない状況
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東海豪雨2000年
（平成12年）

② 浸水想定区域の指定･公表

2001年
（平成13年）

③ 円滑かつ迅速な避難を確保するための措置など

＊ 市町村地域防災計画に洪水予報の伝達方法、避難場所等を規定

＊ 浸水想定区域を指定し、その区域と浸水想定深を公表

＊ 浸水想定区域内の不特定多数の者が利用する地下施設に対して、
洪水予報等の伝達を強化

都市型水害により、建物・家庭用品などの
一般資産等の被害が過去最大（S36～H12）

資料 内閣府HP
（H13.1.26 中央防災会議報告資料）

避難に関する諸制度の経緯⑦

① 洪水予報河川の拡充

＊ 都道府県知事も洪水予報河川の指定を実施

水防法の一部改正

資料 平成12年の水害による被害状況について（国土交通省）

8,655億円H12.9.8～9.18豪雨及び台風第14号

愛知県被害額発生時期異常気象名
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2004年
（平成16年）

① 避難すべき区域の特定

② 避難勧告等の発令の判断基準（具体的な考え方）
＊ 避難準備情報、避難勧告、避難指示について類型化

③ 避難勧告等の伝達方法など

避難に関するこれまでの取組①

2005年
（平成17年）

＊ 当時の検討では、最近増加傾向にある局地的大雨（いわゆる
「ゲリラ豪雨」）は、 強く意識されていたか？

風水害の発令基準の策定率
7.1％（H16.9消防庁調査）

避難勧告等の判断･伝達マニュアル作成ガイドラインの策定（内閣府・消防庁）

資料 国土交通省資料より
（平成１６年度の災害の概要）

長岡地域振興局撮影

・ 活発な梅雨前線により新潟県、福島県、
福井県などにおいて豪雨

集中豪雨・台風等により、死者･行方不明者
が232名、水害被害額が過去最大となるなど、
甚大な被害が発生

・ 観測史上最大となる10個の台風が上陸

平成16年の一連の風水害

市町村が『避難勧告等の基準』を作成するための手引きポイント１

災害時要援護者避難支援対策
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・避難勧告等の発令後で避難中の住民は、
確実な避難行動を直ちに完了

・未だ避難していない対象住民は、直ちに
避難行動に移るとともに、そのいとまがな
い場合は生命を守る最低限の行動

・前兆現象の発生や、現在の切迫し
た状況から、人的被害の発生する危
険性が非常に高いと判断された状況

・堤防の隣接地等、地域の特性等か
ら人的被害の発生する危険性が非
常に高いと判断された状況

・人的被害の発生した状況

避難指示

通常の避難行動ができる者は、計画され
た避難場所等への避難行動を開始

通常の避難行動ができる者が避難
行動を開始しなければならない段階
であり、人的被害の発生する可能性
が明らかに高まった状況

避難勧告

・要援護者等、特に避難行動に時間を要す
る者は、計画された避難場所への避難行
動を開始（避難支援者は支援行動を開始）

・上記以外の者は、家族等との連絡、非常
用持出品の用意等、避難準備を開始

要援護者等、特に避難行動に時間を
要する者が避難行動を開始しなけれ
ばならない段階であり、人的被害の
発生する可能性が高まった状況

避難準備（要援
護者避難）情報

住民に求める行動発令時の状況

避難勧告等の三類型〔平成17年３月〕

資料 避難勧告等の判断･伝達マニュアル作成ガイドライン（表２ 三類型の避難勧告等一覧）

避難に関するこれまでの取組②

災害発生災害発生
のおそれのおそれ

低い

高い

＊ 災害発生のおそれの程度に応じて、避難準備情報⇒避難勧告⇒避難指示と
段階的に発令することを想定していたか？
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避難に関するこれまでの取組③

住民への適切な避難行動の提示

① 避難のあり方の基本的考え方

○ 要援護者等、支援を要する人も含めた住民の確実な避難

○ 道路冠水等で危険な中を避難する事態の回避等、避難時の
安全の確保

○ 真に切迫した状況では、生命を守るための最低限の行動の選択

※ 自然現象のため不測の事態等も想定されることから、避難は、計画された避難
場所等に避難することが必ずしも適切ではなく、事態の切迫した状況等に応じ
て自宅や隣接建物の２階等に避難することもある。

② 災害発生時における避難の留意事項

１） 水害（外水・内水）、高潮災害

○ 浸水深が50ｃｍを上回る場所での避難は危険（流速が早いと20ｃｍでも歩行不可）
○ 浸水深が道路上10ｃｍでも、用水路等への転落のおそれのある場所での避難は危険
○ 避難所までの歩行等が危険な場合、自宅や隣接建物の２階等へ避難すること

２） 土砂災害

○ 他の土砂災害危険区域内の通過は避けること。
○ 避難が困難な場合、斜面の反対側にあるＲＣ構造建物の２階以上等への避難を
心がける

＊ 市町村向けのガイドラインとしての性格が強く、「自助」、「共助」
のための住民向けのガイドラインとはなっていなかった？

ポイント２
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避難に関するこれまでの取組④

2005年
（平成17年）

① 浸水想定区域の指定･公表の拡充等

② 洪水ハザードマップによる周知の徹底

＊ 主要な中小河川について浸水想定区域を指定し、その区域と浸水
想定深を公表

③ 災害時要援護者関連施設利用者のための警戒避難体制など
＊ 浸水想定区域内の災害時要援護者関連施設に対して、洪水予報等の
伝達を強化

① 災害時要援護者関連施設利用者のための警戒避難体制
＊ 土砂災害警戒区域内の災害時要援護者関連施設に対して、土砂災害に
関する情報等の伝達を強化

＊ 市町村によるハザードマップの作成を義務化し、住民への避難
情報等の周知を徹底

② 土砂災害ハザードマップによる周知の徹底
＊ 市町村によるハザードマップの作成を義務化し、住民への避難
情報等の周知を徹底

平成16年の一連の風水害

水防法の一部改正

土砂災害防止法の一部改正
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平成17年 ６月 「都道府県と気象庁が共同して土砂災害警戒情報を作成・発表するための手引き」（国土交通省、気象庁）

平成17年 ７月 「土砂災害ハザードマップ作成のための指針と解説」(案) （国土交通省、国土技術政策総合研究所）

平成18年 ３月 「内水ハザードマップ作成の手引き」(案)（国土交通省）【平成20年12月、平成21年3月一部改訂】

平成19年 ４月 「土砂災害警戒避難ガイドライン」策定（国土交通省）

平成21年 １月 「中小河川における局地的豪雨対策ＷＧ報告書」（国土交通省）

平成21年５月22日 ４省庁連名通知の発出（内閣府、消防庁、国土交通省、気象庁）

「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドラインの周知徹底について」

平成21年８月13日 ７省庁連名通知の発出（内閣府、消防庁、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、国土交通省、気象庁）

「平成21年7月中国・九州北部豪雨及び平成21年台風第９号に伴う大雨を受けての対策について」

平成２０年 大雨による災害発生 7月28日からの大雨（石川県金沢市）

平成20年８月末豪雨（愛知県岡崎市）

平成２１年 大雨による災害発生 平成21年７月中国・九州北部豪雨（山口県防府市）

平成21年台風第９号（兵庫県佐用町など）

大雨災害における避難のあり方等検討会大雨災害における避難のあり方等検討会（平成22年３月報告書とりまとめ）

避難に関するこれまでの取組⑤

市町村の避難勧告等の発令基準策定状況調査結果(平成21年11月１日現在)

水害：４６．０％ 土砂災害：４１．４％ 高潮災害：３１．７％



平成１６年の一連の風水害等では、
犠牲者の半数以上が高齢者

在宅の高齢者に人的被害が発生

有識者からなる検討会の設置
⇒「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」策定

● 必要な情報を迅速かつ的確に把握し、災害から自らを守るために安全な場所に避難する
などの災害時の一連の行動をとるのに支援を要する人々。

● 一般的に高齢者、障害者、外国人、乳幼児、妊婦等があげられるが、このうち対策の具
体的対象範囲は各自治体が決定する。

災害時要援護者とは

・在宅の要援護者が対象
・災害時要援護者関連施設の避難対策の第一義的な責務は施設設置者
・災害時要援護者の避難支援は自助、地域（近隣）の共助が基本

＜公助（行政）の役割＞

① 避難準備情報（＝要援護者避難情報）の発令と伝達
② 要援護者情報の管理（要援護者名簿の作成）
③ 具体的な避難支援計画の策定

災害時要援護者対策の経緯



27

災害時要援護者関連施設の調査結果

土砂災害のおそれのある災害時要援護者関連施設の調査

資料 国土交通省HPより（土砂災害のおそれのある災害時要援護者関連施設の調査（国土交通省砂防部作成））
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大雨災害における避難のあり方等検討会報告書（平成22年3月）

○ 状況に応じた適切な避難行動が選択されなかった
ことによる被災事例の教訓

① 被害発生予想が可能となる情報収集
② 地域特性に応じた早期避難
③ 冠水時等の屋外移動の回避
④ 垂直避難（２階への一時的な避難など）

第１章 避難行動の実態と課題 ⇒ 住民に求められる避難行動

2.1 避難勧告等の発令態勢

○ 災害時に対応した体制･機能の確保
○ 災害発生時の標準的な業務手順（フローチャート）
○ 具体的な発令基準の策定（ハザード別）
○ 早期の発令
○ 発令対象範囲等の事前設定

○ 多様な主体への情報伝達（車の利用者・観光客）
○ 効果的な情報伝達（わかりやすい防災･災害情報）

○ 啓発活動の推進
○ ハザードマップの策定・周知

○ 避難勧告等の発令基準の策定促進
○ わかりやすい気象情報の提供
○ 土砂災害や内水・中小河川のはん濫対策
○ 災害時要援護者対策 等

○ わかりやすい防災・災害情報の提供
○ ハザードマップ作成支援等市町村の取組支援
○ 防災リテラシーの涵養
○ 防災リテラシー向上のための放送事業者との連携

第２章 市町村の取るべき対応 第３章 国・都道府県に求められる対応

3.1 近年の国の取組

2.2 防災･災害情報の伝達

2.3 住民の防災リテラシーの向上

3.2 国・都道府県に求められる対応

1.1 大雨災害時の避難の実態 1.2 適切な避難行動の実現

主体別にとるべき対応を整理

国として今後引き続き検討していくべき事項を４項目に整理

大雨災害に限らずすべての災害について検討の必要がある。

ポイント１

ポイント２



大規模地震地震

大規模噴火噴火

大規模津波津波

巨大台風高潮

大規模土砂災害
（深層崩壊を含む）

土砂災害

大規模水害水害

広域的

長期間

局所的

短時間

規模

災害

大雨災害における避難の検討

避難勧告等の判断・伝達
マニュアル作成ガイドライン

（平成1７年３月）
大雨災害における避難の
あり方等検討会報告書

（平成22年3月）

局地的大雨
（いわゆるゲリラ豪雨）
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3. 検討課題（案）
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専門調査会における検討課題（案）

①災害対策基本法上の「避難」の考え方

・垂直避難・屋内避難の位置付け

・避難準備情報、自主避難の位置付け

・避難所避難の考え方（立退き避難）

・避難勧告と指示の違い（第60条）、警戒区域の設定（第63条）

②避難勧告等の発令基準
・災害別・規模別の具体的な発令基準の検討（大雨、津波）

・ハザードマップの作成支援

③避難勧告等の発令と避難所設置の関係性

①ハザードに対応した適切な避難場所

・災害別･規模別の適切な避難場所の設定（大雨、津波）

・求められる機能の整理

②避難所をめぐる課題への対応

・民間施設の活用

・災害時要援護者対策

①災害対応職員の災害対応能力の向上
・組織的な災害対応能力向上、標準的な機能

・訓練・研修、プログラム

①わかりやすい防災・災害情報

・市町村・住民にとって避難に有効なわかりやすい
防災・災害情報

②防災・災害情報の伝達手段

・多様な伝達手段の活用

・効率的な情報共有

・災害時要援護者対策

（４） 防災・災害情報

（２） 避難所

（３） 避難情報発令のための態勢整備

（１） 避難の考え方の明確化
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（１）避難の考え方の明確化

①災害対策基本法上の「避難」の考え方

・垂直避難・屋内避難の位置付け

・避難準備情報、自主避難の位置付け

・避難所避難の考え方（立退き避難）

・避難勧告と指示の違い（第60条）、警戒区域の設定（第63条）

②避難勧告等の発令基準

・災害別・規模別の具体的な発令基準の検討（大雨、津波）

・ハザードマップの作成支援

③避難勧告等の発令と避難所設置の関係性

①ハザードに対応した適切な避難場所

・災害別･規模別の適切な避難場所の設定（大雨、津波）

・求められる機能の整理

②避難所をめぐる課題への対応

・民間施設の活用

・災害時要援護者対策

①災害対応職員の災害対応能力の向上
・組織的な災害対応能力向上、標準的な機能

・訓練・研修、プログラム

①わかりやすい防災・災害情報

・市町村・住民にとって避難に有効なわかりやすい
防災・災害情報

②防災・災害情報の伝達手段

・多様な伝達手段の活用

・効率的な情報共有

・災害時要援護者対策

（４） 防災・災害情報

（２） 避難所

（３） 避難情報発令のための態勢整備

（１） 避難の考え方の明確化
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【検討項目】 ハザードの種別･規模に対応した適切な避難の方法論

○ 『適切な避難』は、ハザードの種別・規模、リードタイムや置かれた状況に
対応して異なるのではないか？

○ ハザードの種別・規模によっては垂直避難・屋内避難などの避難方法が
『適切な避難』となるのではないか？

○ ハザードの規模が、大規模・広域的・長期間にわたるような場合の避難
（広域避難）は、通常の避難とは異なるパターンとなるのではないか？

大規模地震地震

大規模噴火噴火

大規模津波津波

巨大台風高潮

大規模土砂災害土砂災害

大規模水害水害

広域的

長期間

局所的

短時間

規模

ハザード

一時避難垂直避難

屋内避難避難所避難

立退き避難

（１）①災害対策基本法上の「避難」の考え方
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ハザード別の避難についての検討状況

大規模地震地震

噴火

大規模津波津波

巨大台風高潮

大規模土砂災害
（深層崩壊を含む）

土砂災害

大規模水害水害

広域的

長期間

局所的

短時間

規模

災害

避難勧告等の判断・伝達
マニュアル作成ガイドライン

（平成16年度）

（一時避難）
（垂直避難）
（屋内避難） 立退き避難

噴火時等の避難に係る火山防災体制の指針（平成19年度）
噴火時等の具体的で実践的な避難計画の手引の検討（平成22年度～）

津波対策推進マニュアル
検討報告書（平成14年度）

災害時の避難に関する
専門調査会（平成22年度～）

地方都市等における地震防災のあり
方に関する専門調査会（平成21年度～）

大規模水害対策に関する
専門調査会（18年度～21年度）

大規模水害対策大綱の策定予定

局地的大雨

大綱、活動要領
（東海、東南海・南海、首都直下、
日本海溝・千島海溝周辺海溝型 ）

災害時の避難に関する専門調査会
津波ＷＧ（平成22年度～）

大規模水害対策に関する
専門調査会（18年度～21年度）

大規模水害対策大綱の策定予定
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根拠条文等内容類型

なし（各市町村において独自に行っているもの）
自主避難自主避難

の呼びかけの呼びかけ

避難勧告等の判
断・伝達マニュアル
作成ガイドライン

（平成１７年３月）

・要援護者等、特に避難行動に時間を要する者は、計
画された避難場所への避難行動を開始（避難支援者
は支援行動を開始）

・上記以外の者は、家族等との連絡、非常用持出品の
用意等、避難準備を開始

避難準備情報避難準備情報
（要援護者避難情報）（要援護者避難情報）

災害対策基本法
第60条

その地域の居住者等を拘束するものではないが、居住
者等がその「勧告」を尊重することを期待して、避難の
ための立退きを勧めまたは促す行為

避難勧告避難勧告

災害対策基本法
第60条

被害の危険が目前に切迫している場合等に発せられ、
「勧告」よりも拘束力が強く、居住者等を避難のため立
ち退かせるための行為

避難指示避難指示

災害対策基本法
第63条

≪罰則あり≫

警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以外
の者に対して当該区域への立入りを制限し、若しくは
禁止し、又は当該区域からの退去を命ずる

警戒区域の警戒区域の

設定設定

○ 避難指示と避難勧告をどのように使い分けていくべきか？
○ 避難準備情報（要援護者避難情報）はどのように活用されていくべきか？
○ 避難準備情報や自主避難の呼びかけを法律などで位置付けるべきか？
○ 自主避難の呼びかけについて行政はどのように位置付けるべきか？

市町村長の避難に関する権限の類型化

強制力強制力

強

弱

災害発生災害発生
のおそれのおそれ

強

弱
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4.14避難指示に限って発令

10.310避難勧告、避難指示を発令

10.310避難準備情報、避難勧告、避難指示のいずれも発令

17.517避難準備情報、避難勧告を発令

57.756避難勧告に限って発令

％回答数

資料 避難勧告・避難指示を発令した市町村に対する調査結果（大雨災害における避難のあり方等検討会）

避難勧告等の発令状況の実態

調査の概要
○ 平成２１年７月中国･九州北部豪雨、平成２１年台風第９号及び平成２１年台風第１８号の発生時に、

避難勧告･避難指示を発令した１０８団体に対して、アンケート調査票を郵送・回収
○ 調査期間 平成２１年１２月２６日～平成２２年２月２６日（有効回答数９７団体、有効回答率８９．８％）

調査
○ 避難勧告・避難指示を発令した市町村に対する調査

※ 災害のおそれの程度に応じて、避難準備情報→避難勧告→避難指示と
いうような段階的な発令が行われているわけではない。

避難勧告等の発令状況避難勧告等の発令状況
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（１）②避難勧告等の発令基準

避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン（平成１７年３月）

対象とする自然災害ごとに、どのような状態になれば住民が避難行動を開始する必要
があるかをあらかじめ確認し、関係機関から提供される情報、自ら収集する情報等を基に
避難勧告等の発令の判断基準（具体的な考え方）を整理すること。

○ 国のガイドラインが示されているにもかかわらず、市町村において具体的な
発令基準の策定が十分に進んでいないのは何故か？

○ 市町村が発令基準を策定するにあたっては、都道府県や関係省庁の支援が
必要ではないか？

○ 発令基準を既に策定していても、実際の避難勧告等の発令にあたって自ら
定めた基準の運用が上手くいっていないのではないか？

○ 近年の傾向である局地的大雨や中小河川、内水のはん濫等に対する取組を、
発令基準にどのように具体的に反映させていくべきか？

【検討項目】 災害別･規模別に対応した具体的な判断基準の策定
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（消防庁調査、平成21年11月1日現在、津波は平成22年3月1日現在）

58.9

31.7

41.4

46.0

21.8

48.2

44.5

40.6

19.2

20.1

14.1

13.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

津波災害

高潮災害

土砂災害

水害

策定状況（％）

策定済み

策定中

未着手

（N=1,795団体）

（N=1,636団体）

（N=628団体）

（N=660団体）

災害別の具体的な発令基準の策定状況

調査の概要
○ 全国の市区町村（津波にあっては関係市区町村）を対象に避難勧告等の具体的発令基準を

調査したもの

調査
○ 避難勧告等に係る具体的な発令基準の策定状況調査（消防庁調査）
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都道府県による市町村支援の取組①

施策項目 (13)避難誘導体制の整備

風水害等による人的被害を軽減するには、
災害が発生するまでに避難行動を終えること
が重要です。
迅速な避難行動が行えるよう、効果的な避
難誘導体制を検討するとともに、風水害読本
を作成し、住民への適切な避難のあり方の啓
発などを実施していきます。

資料 三重県風水害対策アクションプログラム 平成22年3月

防災
危機
管理
部

主担
当部

事業者

市 町

市長が実
施する避難
判断マニュ
アルの作成
を促進する

3回/年検討会開
催回数

【新規】

②避難勧
告等の判
断・伝達マ
ニュアル策
定促進

他の取
組主体

県の取組
内容

目標値目標項目アクション

0%48.1%51.9%土砂災害

0%44.8%55.2%水害

未着手策定中策定済

（参考）三重県における具体的な発令基準の策定状況

消防庁調査（H21.11.1現在）

【三重県の取組】
『三重県風水害対策アクションプログラム』
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都道府県による市町村支援の取組②

35.3%38.2%26.5%土砂災害

31.0%35.7%33.3%水害

未策定策定中策定済

（参考）岐阜県における具体的な発令基準の策定状況

１ 「局地的豪雨対策検討会議」の設置

【岐阜県の取組】
県、地方気象台、河川事務所が連携してモデル市町のマニュアル策定の支援

（１） モデル市町（岐阜市、垂井町及び揖斐川町）における
マニュアル作成支援

（２） 水害編（岐阜市、垂井町）、土砂災害編（垂井町及び揖斐川町）
に分けて作成し、以下の５項目で構成

① 対象とする災害及び警戒すべき区間・箇所
② 避難すべき区域
③ 地域の情報収集方法 ← 検討会議での意見を踏まえ国のガイドラインに追加

④ 避難勧告等の発令の判断基準 ← 予測に基づく防災気象情報（市町村毎の警報等を含む。）を判断基準に活用

⑤ 避難勧告等の伝達方法（要援護者に対する伝達含む。）

２ 避難勧告等の判断・伝達マニュアル策定のための説明会（H22.4.26）

本年（H22.6）の出水期までに全市町村が「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」を
作成し、避難勧告等を迅速かつ的確に発表できる体制を整えるよう依頼

資料 岐阜県HPより作成

消防庁調査（H21.11.1現在）

県内のすべての市町村において、具体的な
発令基準を策定済又は策定に着手
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都道府県による市町村支援の取組③

（参考）大阪府における具体的な発令基準の策定状況

27.3%45.5%27.3%土砂災害

37.2%39.5%23.3%水害

未策定策定中策定済

【大阪府の取組】
平成22年度危機管理監マニフェスト

地震や津波災害、風水害などの自然災害に備えた総合的な防災力・減災力の向上

戦略課題の目標

大阪府地域で『大雨災害による死者ゼロ』を目指した総合的･効果的な対策を重点的に取り組む

（取組内容） 政令市や土木事務所と連携して住民の避難対策の必要性を全市町村に浸透させ、市町村の
避難勧告・判断マニュアル作成を促進

施策推進上の目標

府内全市町村で大雨災害に備えた避難勧告等・判断伝達マニュアル作成を促進
・ 全市町村でマニュアル作成のための庁内検討会を設置
・ 全市町村においてマニュアル作成（H23年度）

アウトプット

資料 大阪府HPより作成 平成22年3月

消防庁調査（H21.11.1現在）
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気象庁による市町村支援の取組

資料 気象庁資料（梅雨期及び台風期の対応に係る関係省庁連絡会議 資料９）

各地の気象台では、都道府県と連携して、
市町村の「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」策定を支援しています。

主な取り組み例
平成20年度 岐阜県が主催したモデル3市町のマニュアル作りに岐阜地方気象台が参画、平成22年度は
未策定の全市町村での策定に協力 http://www.pref.gifu.lg.jp/pref/s11117/fusuigai/hinan/hinan.html
平成21年度 静岡県主催の「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成に係る説明会」に静岡地方気象台が
参画、平成22年度も継続して協力中
平成21年度 仙台管区内の各気象台はマニュアル作成支援のホームページを開設、「大雨時に活用できる
気象台等からの防災情報 」「市町村を支援する気象資料」「過去のアメダス観測データ 」「東北地方各県毎の
これまでの災害事例」を掲載 http://www.jma-net.go.jp/sendai/wadai/gaidoline_sienmain/main.html
そのほか、各気象台で市町村からの相談等に対応しています。

避難勧告等の判断に利用する防災気象情報の持つ意味の解説
避難勧告等の判断基準への防災気象情報の適用に関する助言
過去の災害時の気象データの提供
警報基準設定時の散布図等の資料
気象特性・災害特性の解説
避難勧告等の判断に活用できる各種気象情報等の利活用助言
防災行政無線等で防災気象情報を伝える場合の例文作りへの助言
都道府県が主催する策定のための枠組みへの参画
など

気象台ができる主な支援
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全体

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

29

10

3

2

2

2

0 5 10 15 20 25 30

発令基準の整理・見直し

適切な範囲やタイミングでの避難勧告等の発令

職員参集・配備体制・役割分担の見直し

関係機関、自主防災組織等との連携の見直し

雨量等監視システムの見直し

ハザードマップ等による住民の判断基準の設定・周知

指揮命令系統の整理

通信・連絡手段の確保

情報共有化の仕組みの整備

広報、情報伝達の迅速化や方法の多様化
避難呼びかけ内容の見直し

（選択肢として自宅待機を追加等）

過去の被害箇所の重点的な警戒

警戒区域の設定・周知

避難マニュアルの策定

地域防災計画の見直し

災害毎の特性を踏まえた対策の策定

（件）

N=43

資料 避難勧告・避難指示を発令した市町村に対する調査結果（大雨災害における避難のあり方等検討会）

避難勧告等を発令する際の改善点

○ 避難勧告等発令に関する基準の見直しが必要（具体的な数値化)。

○ 避難勧告等発令のための判断基準について、更なる客観的・数値的な基準を設ける
必要がある。

○ 避難情報を発令する際に、適切なタイミングを逸することがないよう、発令にあたっての
客観的な基準を策定する。
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1.9% (1件)

21.2% (11件)

28.8% (15件)

46.2% (24件)

50.0% (26件)

59.6% (31件)

65.4% (34件)

1.9% (1件)

28.8% (15件)

44.2% (23件)

50.0% (26件)

53.8% (28件)

61.5% (32件)

69.2% (36件)

1.9% (1件)

28.8% (15件)

46.2% (24件)

40.4% (21件)

44.2% (23件)

50.0% (26件)

55.8% (29件)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

水位情報周知河川の

水位状況・水位上昇の予測

洪水予報指定河川の

水位状況・水位上昇の予測

降雨の実状況

降雨の予測

地域の浸水の実状況

中小河川の水位状況・

水位上昇の予測

専門家の助言

避難準備情報

避難勧告

避難指示

N=52

資料 避難勧告・避難指示を発令した市町村に対する調査結果（大雨災害における避難のあり方等検討会）

避難勧告等発令の具体的な判断基準（風水害）
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【課題１】内水はん濫への対応

内水ハザードマップ検討基準

内水ハザードマップ作成の基本方針の検討
○ 基礎調査
○ 排水区域の特徴分析
○ 基本方針の検討
○ 基本諸元の設定

内水浸水想定
○ 地域特性、浸水状況等を踏まえて内水浸水想定手法を選定
・ 浸水シミュレーションによる手法
・ 地形情報を活用した手法
・ 浸水実績を活用した手法

内水浸水想定区域図の作成

内水ハザードマップの作成

内水ハザードマップの公表・活用

内水ハザードマップ見直し

洪

水

ハ
ザ

ー

ド
マ
ッ
プ

と
の
連

携

資料 「内水ハザードマップ作成の手引き（案）」改定の概要（国土交通省）より作成

○内水ハザードマップ作成の手引き（案）（平成18年3月）【平成20年12月、平成21年3月一部改訂】
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【課題２】中小河川への対応

資料 中小河川における局地的豪雨対策WG報告書のポイント（国土交通省）

○中小河川における局地的豪雨対策ＷＧ報告書（平成21年1月）
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4.3% (2件)

23.9% (11件)

37.0% (17件)

34.8% (16件)

43.5% (20件)

60.9% (28件)

4.3% (2件)

23.9% (11件)

34.8% (16件)

43.5% (20件)

56.5% (26件)

76.1% (35件)

4.3% (2件)

23.9% (11件)

26.1% (12件)

47.8% (22件)

63.0% (29件)

65.2% (30件)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

土砂災害警戒情報

土砂災害危険区域での前兆現象発生状況

土砂災害警戒区域での前兆現象発生状況

降雨指標値

土壌雨量指数

専門家の助言

避難準備情報

避難勧告

避難指示

N=46

資料 避難勧告・避難指示を発令した市町村に対する調査結果（大雨災害における避難のあり方等検討会）

避難勧告等発令の具体的な判断基準（土砂災害）
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【課題３】土砂災害への対応

資料 国土交通省資料（大雨災害における避難のあり方等検討会（第１回） 資料３）
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ハザードマップの策定状況

洪水ハザードマップ 津波ハザードマップ内水ハザードマップ

高潮ハザードマップ 火山ハザードマップ土砂災害ハザードマップ

公表済 １，０６０市町村
（平成２１年１２月末現在）

公表済 １２３市町村
（平成２２年３月末現在）

公表済 ３４９市町村
（平成２２年３月末現在）

公表済 ９０市町村
（平成２２年３月末見込み）

公表済 ９３２市町村
（平成２１年８月末現在）

公表済 ３６火山
（平成２２年３月末現在）

未公表

未公表

未公表

未公表

未公表

対象
約１，５００
市町村

対象
約５５０
市町村

対象
６５３
市町村

対象
６４０
市町村

対象
約１，６５０
市町村

対象
４７
火山

資料 国土交通白書（洪水、内水、高潮、土砂災害）、防災白書（津波、火山）等より作成

未公表

70.7％ 22.4％ 53.4％

14.1％ 56.5％ 76.6％
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（１）③避難勧告等の発令と避難所設置の関係性

災害対策基本法第60条（市町村長の避難の指示等）

第２項

前項の規定により避難のための立退きを勧告し、又は指示する場合において、
必要があると認めるときは、市町村長は、その立退き先を指示することができる。

○「立退き先」となる避難所は
・ 避難勧告等を発令する場合必ず設置しなければならないものなのか？
・ 避難所は避難勧告等の発令以前の段階で設置しなければならないのか？
・ 地震の際の避難所（収容施設）が専ら想定されているではないか？

【検討項目】 避難勧告等の発令と避難所設置の関係性

大雨災害における避難のあり方等検討会（平成22年3月）

4.1（1）② 避難勧告等の発令と避難所の関係
避難所の設置以外に、避難所への職員の手配、避難路の確認、避難手段の

確保、避難の誘導体制の確保等の準備が十分に整わない限り、避難勧告等の
発令の判断ができないとしている市町村の実態もある。
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96.9% (94件)

86.6% (84件)

77.3% (75件)

59.8% (58件)

54.6% (53件)

41.2% (40件)

40.2% (39件)

37.1% (36件)

30.9% (30件)

18.6% (18件)

7.2% (7件)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

対象地域及び対象者

避難場所

発令日時

住民の取るべき行動や注意事項

発令者

危険の度合い

避難準備

避難の時期

避難経路

本件担当連絡先

避難を要する理由 N=97

86.6%（84市町村）が避難勧告において『避難場所』を伝達

資料 避難勧告・避難指示を発令した市町村に対する調査結果（大雨災害における避難のあり方等検討会）

避難勧告等の伝達内容
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（２）避難所

①災害対策基本法上の「避難」の考え方

・垂直避難・屋内避難の位置付け

・避難準備情報、自主避難の位置付け

・避難所避難の考え方（立退き避難）

・避難勧告と指示の違い（第60条）、警戒区域の設定（第63条）

②避難勧告等の発令基準

・災害別・規模別の具体的な発令基準の検討（大雨、津波）

・ハザードマップの作成支援

③避難勧告等の発令と避難所設置の関係性

①ハザードに対応した適切な避難場所

・災害別･規模別の適切な避難場所の設定（大雨、津波）

・求められる機能の整理

②避難所をめぐる課題への対応

・民間施設の活用

・災害時要援護者対策

①災害対応職員の災害対応能力の向上
・組織的な災害対応能力向上、標準的な機能

・訓練・研修、プログラム

①わかりやすい防災・災害情報

・市町村・住民にとって避難に有効なわかりやすい
防災・災害情報

②防災・災害情報の伝達手段

・多様な伝達手段の活用

・効率的な情報共有

・災害時要援護者対策

（４） 防災・災害情報

（２） 避難所

（３） 避難情報発令のための態勢整備

（１） 避難の考え方の明確化
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避難所に係る各府省庁の取組状況

（具体例） 福祉施設、公民館等

避難場所（屋外）数 70,577 地方防災行政の現況（平成22年） ＜福祉避難所＞

平成１８年 災害時要援護者の避難支援ガイドライン

内 閣 府

⇒避難所における要援護者の支援（福祉避難所の設置・活用の促進）

厚
生
労
働
省

大規模災害における
応急救助の指針につ
いて（平成９年）

福祉避難所設置･運営
に関するガイドライン
（平成２０年）

⇒福祉避難所の指定

災害救助法

⇒避難所への財政支援消

防

庁

防災対策の整備につ
いて（昭和４３年）

⇒避難所の指定

（具体例） 学校、公民館等

文
部
科
学
省

避難所となる学校施
設の防災機能に関す
る報告書（平成１９年）

（具体例） 公立学校施設

（３３，６７０施設）

（要援護者のために特別の配慮がなされた避難所）
【参考】 国民保護法に基づく避難施設 約 ９万施設
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避難所についての検討課題

大雨災害における避難のあり方等検討会（平成22年３月）

4.2 避難所のあり方について
＜ポイント＞
・ 避難所について、民間施設の活用や福祉避難所のあり方を含め、ハザードの種別、
規模に応じた適切な避難所を設置していくための方策について検討していくべきである。

○ハザード・規模の種別に応じた避難所の機能とは何か？
○ハザード・規模の種別ごとの避難所の設置を促進するための課題は何か？
○民間施設の活用のための課題は何か？
○福祉避難所の指定を促進するための課題は何か？また、避難所への災害時要援護
者の避難のあり方はどうか？
○浸水や土砂災害のおそれがある地域に所在する避難所について、どう考えるか?
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（３）避難情報発令のための態勢整備

①災害対策基本法上の「避難」の考え方

・垂直避難・屋内避難の位置付け

・避難準備情報、自主避難の位置付け

・避難所避難の考え方（立退き避難）

・避難勧告と指示の違い（第60条）、警戒区域の設定（第63条）

②避難勧告等の発令基準

・災害別・規模別の具体的な発令基準の検討（大雨、津波）

・ハザードマップの作成支援

③避難勧告等の発令と避難所設置の関係性

①ハザードに対応した適切な避難場所

・災害別･規模別の適切な避難場所の設定（大雨、津波）

・求められる機能の整理

②避難所をめぐる課題への対応

・民間施設の活用

・災害時要援護者対策

①災害対応職員の災害対応能力の向上
・組織的な災害対応能力向上、標準的な機能

・訓練・研修、プログラム

①わかりやすい防災・災害情報

・市町村・住民にとって避難に有効なわかりやすい
防災・災害情報

②防災・災害情報の伝達手段

・多様な伝達手段の活用

・効率的な情報共有

・災害時要援護者対策

（４） 防災・災害情報

（２） 避難所

（３） 避難情報発令のための態勢整備

（１） 避難の考え方の明確化



56

市町村における災害対応の実態①

資料 避難勧告・避難指示を発令した市町村に対する調査結果（大雨災害における避難のあり方等検討会）

全体　（上位１０項目）

6

6

5

5

6

7

7

8

12

22

0 5 10 15 20 25

職員参集・配備体制・役割分担の見直し

情報共有化の仕組みの整備

関係機関、自主防災組織等との

連携の見直し

教育・訓練の実施

土のう等の備蓄・配布方法の見直し

適切なタイミングや範囲での

避難勧告等の発令

避難所開設・運営方法見直し

避難勧告等判断基準の整理

指揮命令系統の整理

広報、情報伝達の迅速化や方法の多様化

（件）

N=49

災害対応について「次回はこうしよう／改善しよう」と思われた点災害対応について「次回はこうしよう／改善しよう」と思われた点
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○ 災害初期時点では、命令系統が明確でない場合があったため、命令系統
を早い段階で統一したほうがよい。

○ 組織内において、迅速かつ的確に対応するためには、指揮命令系統や
役割分担について、平時から確認して災害に備える必要があるため、訓練
や職員研修を実施することとする。

○ 組織の役割分担がスムーズにいかなかったため、役割の再徹底と責任の
分担。

○ マスコミへの対応に追われたことに対し、体制の見直しを痛感した。

資料 避難勧告・避難指示を発令した市町村に対する調査結果（大雨災害における避難のあり方等検討会）

市町村における災害対応の実態②

災害対応について「次回はこうしよう／改善しよう」と思われた点災害対応について「次回はこうしよう／改善しよう」と思われた点
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資料 佐用町地域防災計画 概要版

台風第９号災害検証報告書（抜粋）
（佐用町台風第９号災害検証委員会）

提言４ 限られた人員で適切で効果的
な災害対応を行うため、災害
対策本部組織の見直しが必要
である。

資料 台風第９号災害検証報告書（佐用町台風第９号災害検証委員会）

市町村における災害対応の実態③
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平成16年（2004年）新潟県中越地震（平成16年10月23日）の際の
新潟県災害対策本部の組織体系図

資料 新潟県中越沖地震検証報告書（図２ 平成１６年の中越地震の際の災害対策本部の組織体系図）

原課体制を中心とした役割分担

県における災害即応態勢の実例①
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平成19年（2007年）新潟県中越沖地震（平成19年7月16日）の際の
新潟県災害対策本部の組織体系図

資料 新潟県中越沖地震検証報告書（図３ 中越沖地震時の災害対策本部の組織体系図）

平時の業務体制から切り離した機能別による「部・班体制」

県における災害即応態勢の実例②
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避難情報発令のための態勢整備の検討課題

大雨災害における避難のあり方等検討会（平成22年３月）

4.3 避難勧告等の発令態勢について
＜ポイント＞
・ 市町村において災害対応時に組織として求められる標準的な機能について、国際的
な議論も参考に検討するとともに、市町村長や職員の専門的な能力の向上を図るため
の訓練・研修のあり方や訓練・研修プログラムのあり方について検討していくべきである。
(1) 災害対応組織の標準化
(2) 訓練・研修等のあり方

○指揮調整や情報収集・整理・共有など、平時とは異なる対応を求められる災害時に
適した組織体制を整備するためにはどうすればよいか？
○幹部職員や一般職員別、業務担当別に対応した各々の訓練や業務の標準化が必要
ではないか？
○専門的知見を有する国や都道府県は、平時から市町村の災害対応をどのように支援
していくべきか？
○市町村合併に伴い、防災担当部署の充実を図られている例がある一方で、広域化に
よる初動対応に課題があるのではとの指摘にどのように対応していくか？
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資料 大雨災害における避難のあり方等検討会報告書 別添

業務標準化の一例 ～避難勧告等の発令・解除フローチャート例～
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（４）防災・災害情報

①災害対策基本法上の「避難」の考え方

・垂直避難・屋内避難の位置付け

・避難準備情報、自主避難の位置付け

・避難所避難の考え方（立退き避難）

・避難勧告と指示の違い（第60条）、警戒区域の設定（第63条）

②避難勧告等の発令基準

・災害別・規模別の具体的な発令基準の検討（大雨、津波）

・ハザードマップの作成支援

③避難勧告等の発令と避難所設置の関係性

①ハザードに対応した適切な避難場所

・災害別･規模別の適切な避難場所の設定（大雨、津波）

・求められる機能の整理

②避難所をめぐる課題への対応

・民間施設の活用

・災害時要援護者対策

①災害対応職員の災害対応能力の向上
・組織的な災害対応能力向上、標準的な機能

・訓練・研修、プログラム

①わかりやすい防災・災害情報

・市町村・住民にとって避難に有効なわかりやすい
防災・災害情報

②防災・災害情報の伝達手段

・多様な伝達手段の活用

・効率的な情報共有

・災害時要援護者対策

（４） 防災・災害情報

（２） 避難所

（３） 避難情報発令のための態勢整備

（１） 避難の考え方の明確化
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国民から見た「今後充実して欲しい防災対策」

23.4%

22.9%

31.8%

23.6%

33.5%

26.2%

32.4%

46.7%

23.1%

23.3%

30.3%

34.7%

36.2%

41.7%

43.6%

47.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

防災行政無線の整備

自主防災組織、ボランティア団体
等の充実

洪水等の際に被害が想定される区域
を示すハザードマップの作成・配布

河川のはん濫や土砂災害等
の危険箇所の公表（注2)

河川の堤防の改修や整備

市町村長からの適切な避難勧告等
の発令（注１）

気象情報の充実

近隣で安全な避難場所の整備

平成22年１月（N=1,916）

平成17年2月（N=2,077）

(注1)平成17年2月調査では、「避難勧告等を市区町村長が発令するための判断基準の設定」となっている。

(注2)平成17年2月調査では、「堤防等の危険箇所の公表」となっている。

（複数回答）

資料 避難に関する特別世論調査（内閣府政府広報室）（平成22年1月）

調査
○ 避難に関する特別世論調査（内閣府大臣官房政府広報室）

調査の概要
○ 調査目的 避難に関する国民の意識を調査し、今後の施策の参考とする。

○ 調査方法 全国20歳以上の者を無作為に3000名抽出して、調査員による個別面接聴取法により調査

○ 調査実施時期 平成22年１月14日～１月24日
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防災気象情報の流れ（例）

資料 気象庁資料（大雨や台風に備えて）

注意報注意報
平成２２年 ６月 ３日１２時１４分 大阪管区気象台発表
（（大阪府では、３日夜のはじめ頃まで低い土地の浸水や河川の増水、落雷
に注意して下さい。））

大阪市 ［警報］なし ［注意報］雷
堺市 ［警報］なし ［注意報］雷
岸和田市 ［警報］なし ［注意報］雷
豊中市 ［警報］なし ［注意報］大雨
池田市 ［警報］なし ［注意報］大雨

警報警報
平成２２年 ８月１０日１６時３１分 津地方気象台
発表（（北中部では、１０日夜のはじめ頃まで土砂
災害や低い土地の浸水、河川の増水に警戒して
下さい。））

津市 ［警報］なし ［注意報］大雨，雷，洪水
四日市市 ［警報］なし ［注意報］大雨，雷，洪水
伊勢市 ［警報］なし ［注意報］大雨，雷，洪水
松阪市 ［警報］なし ［注意報］大雨，雷，洪水
桑名市 ［警報］なし ［注意報］大雨，雷，洪水
鈴鹿市 ［警報］なし ［注意報］大雨，雷，洪水
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防災気象情報の提供

資料 気象庁資料（梅雨期及び台風期の対応に係る関係省庁連絡会議 資料９）



67

国民への防災情報の提供①

資料 国土交通省HPより

局地的大雨（いわゆるゲリラ豪雨）
への対応
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国民への防災情報の提供②

資料 気象庁ＨＰより

土砂災害警戒情報

資料 岐阜県ＨＰより
（大雨時に活用できる主な情報について）

土砂災害危険度情報

土砂災害への対応

土砂災害警戒判定図

都道府県によっては
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国民への防災情報の提供③

資料 気象庁資料より

５日先までの台風進路予報の実施（H21.5～）

市町村ごとの気象警報の発表（H22.5～）

気象情報提供の改善
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国民への防災情報の提供④

洪水等に関する防災用語改善検討会
（平成１８年６月提言）

① 大河川・中小河川を問わず発表する防災情報と
それに対応する水位を統一

② 発表情報と避難行動等との関連をレベル区分
して明確化

③ 水位名称を受け手の取るべき行動や危険度
レベルがわかるものに改善

洪水等防災情報フォローアップ検討会

洪水予報等防災情報の改善
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大雨による災害と防災情報に関する住民アンケート調査（牛山研究室）

資料 大雨による災害と防災情報に関するアンケート報告書（2010年４月 静岡大害防災総合センター牛山研究室）

○ 豊富な雨量・水位情報を提供している「川の防災情報」は82.2%の回答者が認知
しておらず、2004 年、2007 年の結果とほとんど変わらない。全国の河川水位が
公開されていること自体も、82.4%の回答者が認知していない。

○ リアルタイム雨量・水位情報の存在を認知しても、積極的な利用意向は1 割程度、
2007 年とほぼ同様な傾向

○ 気象警報の意味を正しく理解しているのは45.8%．回答者の46.6%は警報の地域区分
の大きさを現実より細かいと認識している．

○ 「市町村警報」になることの認知率は14.7%．このことで「現在よりも参考にしやすく
なる」と期待感を持っている回答者は60.5%．

○ 大雨災害時の避難勧告は「空振り容認積極派」が76.3%．避難開始タイミングの判断
については「行政判断派」が64.6%．ハザードマップについては93.3%が「公開積極派」。

主な結果
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（４）①わかりやすい防災・災害情報

【検討項目】
・ わかりやすい防災・災害情報の提供（コンテンツ）

大雨災害における避難のあり方等検討会（平成22年３月）

4.4 防災・災害情報のあり方について
＜ポイント＞
・ 防災・災害情報について、情報の受け手である市町村や住民が適切な判断をできる
よう提供されているか検証する

○国民目線でのわかりやすい防災･災害情報とは具体的にどういったものか？
○細緻化・高度化する防災・災害情報を住民が適切に活用するための課題は何か？
○市町村長が避難勧告・指示の発令の適切な判断を行うために、どのような理解しや
すい防災・災害情報の提供が必要か？
○市町村が災害初動対応の際に有効な防災情報システムはどのようにあるべきか？
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73.5%

50.8%

46.6%

35.3%

32.6%

29.3%

25.3%

19.8%

18.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

テレビ

広報車

ラジオ

消防団を通じて

携帯メール

防災行政無線

隣近所の方を通じて

インターネット

自主防災組織等の

リーダーを通じて
N=1,916

資料 避難に関する特別世論調査（内閣府政府広報室）（平成22年1月）

住民が望む防災･災害情報の伝達手段

携帯メール（年代別）

7.2%

13.0%

32.3%

53.5%

54.5%

59.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

７０歳代

６０歳代

５０歳代

４０歳代

３０歳代

２０歳代

「携帯メール」と回答した人の年代別割合
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50.5% (49件)

47.4% (46件)

46.4% (45件)

43.3% (42件)

42.3% (41件)

35.1% (34件)

32.0% (31件)

32.0% (31件)

32.0% (31件)

26.8% (26件)

15.5% (15件)

12.4% (12件)

36.1% (35件)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

市町村広報車

消防車両・消防署員

消防団を通じた伝達

電話

防災行政無線（同報系）

インターネット

防災行政無線（個別受信機）

携帯電話メール

テレビ･ラジオ等の放送機関

自主防災組織等のリーダー

FAX

警察車両・警察官

その他
N=97

資料 避難勧告・避難指示を発令した市町村に対する調査結果（大雨災害における避難のあり方等検討会）

災害発生時の実際の情報伝達手段



75

○ 避難勧告が同報系無線だと雨音で聞き取りづらいことがあった。

○ 市の広報車による伝達には、現場到達まで時間がかかる、広報内容が
伝わりにくい等の課題が残った。

○ ケーブルテレビや町のホームページで避難勧告等の情報を発信したが、
入力端末が複数あり、一度に入力することができないため、タイムラグが
発生し苦情を受けた。

○ 避難勧告の伝達は市のホームページで行ったが勧告を行った地域への
周知がうまくいかなかった。

資料 避難勧告・避難指示を発令した市町村に対する調査結果（大雨災害における避難のあり方等検討会）

避難勧告等の伝達にあたっての課題
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社会還元加速プロジェクト

「きめ細かい災害情報を国民一人ひとりに届けるとともに災害対応に役立つ
情報通信システムの構築」【内閣府（科学技術政策・イノベーション担当）】

気象情報、災害情報の情報システム
を活用した提供（気象台、県、住民）

見附市における机上防災訓練での実証実験（平成２２年７月７日）

資料 見附市HPより作成

災害対策本部における対処判断

水害を想定した災害状況の設定

専門家を交えた反省会・意見交換会

災害情報システムを活用した
見附市長の対応判断

【情報提供源】 （気象庁・気象台）気象情報全般

（県）河川、ダム、土砂災害警戒情報、雨量情報、浸水想定区域等

（住民）災害リスク情報プラットフォーム
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（４）②防災・災害情報の伝達手段

【検討項目】
・ 防災・災害情報の多様な伝達手段（ツール）

大雨災害における避難のあり方等検討会（平成22年３月）

4.4 防災・災害情報のあり方について
＜ポイント＞
・ 防災・災害情報について、その確実な伝達のための多様な手段の活用のための取組
やそのための条件整備について、検討していくべきである。

○自ら積極的に情報を入手しない住民に対して、どうやって情報を伝達すべきか？
○市町村の情報伝達手段にICT技術の進歩を反映するための課題は何か？
○災害時要援護者の把握及び情報伝達手段について具体的にどのように考えるか？
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【具体例１】 コミュニティ放送

資料 三条市HPより

【主な特徴】
（１） 電源がOFFになっていても、コミュニティFM局
からの起動電波を受信すると自動で電源が
ONになり、大音量で緊急告知放送を受信、
放送。

（２） 同時にライトも点灯。聴覚障害者の方への告
知にも有効。停電時はライトとしても利用可能。

（３） 外の風雨に影響されることなく、屋内で放送を
聞くことが可能。

（４） 通常時は、コミュニティＦＭ専用ラジオとして
利用可能。

三条市緊急告知ＦＭラジオ
プッシュ型の情報伝達
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避難情報

河川水位情報

資料 岐阜県HPより

【具体例②】 地上デジタル放送

ＮＨＫ岐阜放送局データ放送緊急・災害情報画面例
プル型の情報伝達
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【具体例③】 防災情報等メール配信システム

（登録後）プッシュ型の情報伝達

資料 佐賀県提供資料より
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資料 NTTドコモHPより（「緊急速報エリアメール」とは）

【具体例④】 緊急速報エリアメール

プッシュ型の情報伝達
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災害時要援護者避難支援ガイドライン（平成18年３月）

１－2 （２）多様な手段の活用による通信の確保
要援護者を支援するための専用の通信手段の構築やインターネット（電子メー
ル、携帯メール等）、災害用伝言ダイヤル「171」、災害用伝言板サービス（携帯電
話を使用した安否確認サービス）、衛星携帯電話、災害時優先電話、公衆電話、
簡易無線機等の様々な手段を活用すること。

市町村、福祉関係者等は、要援護者の特性を踏まえつつ、要援護者の日常生
活を支援する機器等の防災情報伝達への活用を進めること
＜例＞
・ 聴覚障害者：インターネット（電子メール、携帯メール等）、テレビ放送（地上デジ

タル放送も含む。）、いわゆる「見えるラジオ」
・ 視覚障害者：受信メールを読み上げる携帯電話
・ 肢体不自由者：フリーハンド用機器を備えた携帯電話等

災害時要援護者への情報伝達手段
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障害者制度改革推進のための基本的な方向について（平成22年６月 閣議決定）

３ （８）情報アクセス・コミュニケーション保障
○ 放送事業者における現状の対応状況、取組の拡充に係る課題等を踏まえ、平成22
年度内に、災害に関する緊急情報等の提供について、放送事業者に対する働きかけ
等の措置を検討する。

○ 国・地方公共団体による災害時の緊急連絡について、あらゆる障害の特性に対応
した伝達手段が確保されるための具体的な方策の在り方について検討し、平成24年
内にその結論を得る。

障害者への情報伝達
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専門調査会における検討課題

①災害対策基本法上の「避難」の考え方

・垂直避難・屋内避難の位置付け

・避難準備情報、自主避難の位置付け

・避難所避難の考え方（立退き避難）

・避難勧告と指示の違い（第60条）、警戒区域の設定（第63条）

②避難勧告等の発令基準
・災害別・規模別の具体的な発令基準の検討

・ハザードマップの作成支援

③避難勧告等の発令と避難所設置の関係性

①ハザードに対応した適切な避難場所

・災害別･規模別の適切な避難場所の設定

・求められる機能の整理

②避難所をめぐる課題への対応

・民間施設の活用

・災害時要援護者対策

①災害対応職員の災害対応能力の向上
・組織的な災害対応能力向上、標準的な機能

・訓練・研修、プログラム

①わかりやすい防災・災害情報

・市町村・住民にとって避難に有効なわかりやすい
防災・災害情報

②防災・災害情報の伝達手段

・多様な伝達手段の活用

・効率的な情報共有

・災害時要援護者対策

（４） 防災・災害情報

（２） 避難所

（３） 避難情報発令のための態勢整備

（１） 避難の考え方の明確化

※津波については専門的な見地から別途WGを設置


